
（５）教育課程の見直し

39

今後の学習指導要領改訂に関するスケジュール（現時点の進捗を元にしたイメージ）

２６年度
（2014）

２７年度
(2015）

２８年度
(2016）

２９年度
(2017）

３０年度
(2018）

３１年度
(2019）

３２年度
(2020）

３３年度
(2021）

３４年度
(2022）

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

改
訂

29
・３
・31

改
訂

中
教
審
諮
問

26
・11
・20

答
申

28
・12
・21

周知・
徹底

周知・
徹底

周知・
徹底

使用開始教科書検定 採択・供給

３２年度～全面実施移行期間

使用開始教科書検定 採択・供給

使用開始教科書検定 採択・供給

移行期間

移行期間

３３年度～全面実施

３４年度～年
次進行で実

施

東京オリンピック

パラリンピック

幼
稚
園

中教審における検討

論
点
整
理

27
・
8
・
26

審
議
ま
と
め

28
・
8
・
26

周知・
徹底 ３０年度～全面実施

特別支援学校学習指導要領（幼稚部及び小学部・中学部）についても、平成29年４月28日に改訂告示を公示。
特別支援学校学習指導要領（高等部）についても、高等学校学習指導要領と一体的に改訂を進める。

4046 50 / 81



学習指導要領改訂の背景

よりよい学校教育を通じて、よりよい社会を作るという目標を学校と社会が共有して実現

社会や産業の構造が変化し、質的な豊かさが成長を支える成熟社会に移行していく中で、私たち人間に求められる
のは、定められた手続を効率的にこなしていくにとどまらず、感性を豊かに働かせながら、どのような未来を創って
いくのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのかを考え、主体的に学び続けて自らの能力を引き出
し、自分なりに試行錯誤したり、多様な他者と協働したりして、新たな価値を生み出していくことであるというこ
と、そのためには生きて働く知識を含む、これからの時代に求められる資質・能力を学校教育で育成していくことが
重要であるということを、学校と社会とが共通の認識として持つことができる好機にある。

人工知能が進化して、
人間が活躍できる職業は
なくなるのではないか。

今学校で教えていることは、
時代が変化したら

通用しなくなるのではないか。

学校教育のよさをさらに進化させるため、学校教育を通じて子供たちが身に付けるべき資質・能力や
学ぶべき内容などの全体像を分かりやすく見渡せる「学びの地図」として、学習指導要領を示し、幅広
く共有

・これからの時代に求められる知識や力とは何かを明確にし、教育目標に盛り込む。これにより、子供が学びの意義や
成果を自覚して次の学びにつなげたり、学校と地域・家庭とが教育目標を共有してカリキュラム・マネジメントが実
現しやすくなる。

・生きて働く知識や力を育む質の高い学習過程を実現するため、各教科における学びの特質を明確にするとともに、授
業改善の視点（「アクティブ・ラーニングの視点」）を明確にする。これにより、教科の特質に応じた深い学びと、
我が国の強みである「授業研究」を通じたさらなる授業改善が実現する。

子供たちに、情報化やグローバル化など急激な社会的変化の中でも、
未来の創り手となるために必要な資質・能力を
確実に備えることのできる学校教育を実現する。

41

「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について」諮問（26年11月20日）の概要

１．教育目標･内容と学習･指導方法、学習評価の在り方を一体として捉えた、新しい時代にふさわしい学

習指導要領等の基本的な考え方

○これからの時代を、自立した人間として多様な他者と協働しながら創造的に生きていくために必要な資質･能力
の育成に向けた教育目標・内容の改善

○課題の発見・解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング｣）の充実と、そうした
学習･指導方法を教育内容と関連付けて示すための在り方

○育成すべき資質･能力を育む観点からの学習評価の改善

２．育成すべき資質･能力を踏まえた、新たな教科･科目等の在り方や、既存の教科・科目等の目標･内容の

見直し

３．学習指導要領等の理念を実現するための、各学校におけるカリキュラム・マネジメントや、学習･指導

方法及び評価方法の改善支援の方策

○各学校における教育課程の編成、実施、評価、改善の一連のカリキュラム･マネジメントの普及

○「アクティブ・ラーニング」などの新たな学習･指導方法や、新しい学びに対応した評価方法等の開発･普及
42

審議事項の柱

◆ 子供たちが成人して社会で活躍する頃には、生産年齢人
口の減少、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等に
より、社会や職業の在り方そのものも大きく変化する可能性。

◆ そうした厳しい挑戦の時代を乗り越え、伝統や文化に立脚し、
高い志や意欲を持つ自立した人間として、他者と協働しなが
ら価値の創造に挑み、未来を切り開いていく力が必要。

◆ そのためには、教育の在り方も一層進化させる必要。

◆ 特に、学ぶことと社会とのつながりを意識し、｢何を教える
か｣という知識の質・量の改善に加え、「どのように学ぶか」
という、学びの質や深まりを重視することが必要。また、学
びの成果として「どのような力が身に付いたか」という視点
が重要。

趣旨
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主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・
ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び

対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と、学習評価の充実

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携･協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

学習指導要領改訂の方向性

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習得
など、新しい時代に求められ
る資質･能力を育成

知識の量を削減せず、質の高
い理解を図るための学習過程
の質的改善

小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目「公共」の
新設など

各教科等で育む資質･能力を明確化し、目標や内容を構造
的に示す

学習内容の削減は行わない※

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現

※高校教育については、些末な事実的知識の暗記が大学入学者選抜で問われることが課題になっており、
そうした点を克服するため、重要用語の整理等を含めた高大接続改革等を進める。

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養

43

高等学校の教科･科目構成について
（科目構成等に変更があるものを抜粋）…共通必履修 …選択必履修

論理国語 文学国語 国語表現 古典探究

現代の国語 言語文化 英語コミュニケーションⅠ
（「聞くこと」「読むこと」「話すこと」「書くこと」の統合型）

英語コミュニケーションⅡ・Ⅲ
（「聞くこと」「読むこと」「話すこ

と」「書くこと」の統合型）

論理・表現Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ
（スピーチやプレゼンテーション、ディ

ベート、ディスカッション等） ※英語力調査の結果やＣＥＦＲ
のレベル、高校生の多様な学
習ニーズへの対応なども踏ま
え検討。

理数探究

理数探究基礎

総合的な探究の
時間

総合的な探究の時間

数学Ⅲ

数学Ⅱ

数学Ⅰ

数学Ｃ

数学Ｂ

数学Ａ

科学と
人間生活

物理基礎 化学基礎 生物基礎 地学基礎

物理 化学 生物 地学

日本史探究 世界史探究地理探究

歴史総合地理総合

倫理 政治・経済

公共

情報科

情報Ⅱ

情報Ⅰ

家庭基礎 家庭総合

国語科 外国語科

理数科

数学科 理科

地理歴史科 公民科 家庭科

※ グレーの枠囲みは既存の科目

※ 実社会・実生活から自ら見出した課題を探究することを通じて、
自分のキャリア形成と関連付けながら、探究する能力を育むとい
う在り方を明確化する。
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高等学校の各学科に共通する教科・科目等及び標準単位数
〔 改 訂 案 〕 〔 現 行 〕

必履修 必履修教科 教科科 目 科 目標準 標準
科目 科目単位数 単位数

２単位まで減可現代の国語 ○ 国語総合 ○２ ４
３言語文化 ○ 国語表現２
２国語 国語論理国語 現代文Ａ４
４文学国語 現代文Ｂ４
２国語表現 古典Ａ４
４古典探究 古典Ｂ４

地理総合 ○ 世界史Ａ ○２ ２
３ ４地理探究 世界史Ｂ
２ ○ ２地理 地理歴史総合 日本史Ａ

日本史探究 日本史Ｂ ○歴史 歴史３ ４
３ ２世界史探究 地理Ａ

４地理Ｂ

｢現代社会｣又は公共 ○ 現代社会２ ２
｢倫理｣･｢政治･経公民 公民倫理 倫理２ ２
済｣政治・経済 政治・経済２ ２

２単位まで減可 ２単位まで減可数学Ⅰ ○ 数学Ⅰ ○３ ３
４ ４数学Ⅱ 数学Ⅱ
３ ５数学Ⅲ 数学Ⅲ

数学 数学２ ２数学Ａ 数学Ａ

２ ２数学Ｂ 数学Ｂ
２ ２数学Ｃ 数学活用

２ ２科学と人間生活 科学と人間生活
「科学と人 「科学と人物理基礎 物理基礎２ ２
間生活」を 間生活」を物理 物理４ ４
含む２科目 含む２科目化学基礎 化学基礎２ ２
又は 又は化学 化学４ ４
基礎を付し 基礎を付し理科 理科生物基礎 生物基礎２ ２
た科目を３ た科目を３生物 生物４ ４
科目 科目地学基礎 地学基礎２ ２

４ ４地学 地学
１理科課題研究

46

体育 ○ 体育 ○保健 保健7～8 7～8
保健 ○ 保健 ○体育 体育２ ２

２ ２音楽Ⅰ 音楽Ⅰ
２ ２音楽Ⅱ 音楽Ⅱ
２ ２音楽Ⅲ 音楽Ⅲ

美術Ⅰ ○ 美術Ⅰ ○２ ２
２ ２美術Ⅱ 美術Ⅱ
２ ２芸術 芸術美術Ⅲ 美術Ⅲ
２ ２工芸Ⅰ 工芸Ⅰ
２ ２工芸Ⅱ 工芸Ⅱ
２ ２工芸Ⅲ 工芸Ⅲ
２ ２書道Ⅰ 書道Ⅰ
２ ２書道Ⅱ 書道Ⅱ
２ ２書道Ⅲ 書道Ⅲ

３ ２英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ ○ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎２単位まで減可

２単位まで減可英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ ○４ ３
４ ４外国語 外国語英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ
２ ４論理・表現Ⅰ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ
２ ２論理・表現Ⅱ 英語表現Ⅰ
２ ４論理・表現Ⅲ 英語表現Ⅱ

２英語会話

２家庭基礎 家庭基礎２
家庭総合 ○ 家庭総合 ○家庭 家庭４ ４

４生活デザイン

○ ○情報 情報情報Ⅰ 社会と情報２ ２
２ ２情報Ⅱ 情報の科学

１理数 理数探究基礎
2～5理数探究

２単位まで減可 ２単位まで減可総合的な探究の時間 総合的な学習の時間3～6 3～6○ ○
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○ 教科等の目標や内容を見渡し、特に学習の基盤となる資質・能力（言語能力、情報活用能力、問題発見・

解決能力等）や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力の育成のためには、教科等横断的な学習

を充実する必要。また、「主体的・対話的で深い学び」の充実には単元など数コマ程度の授業のまとまりの中

で、習得・活用・探究のバランスを工夫することが重要。

○ そのため、学校全体として、教育内容や時間の適切な配分、必要な人的・物的体制の確保、実施状況に

基づく改善などを通して、教育課程に基づく教育活動の質を向上させ、学習の効果の最大化を図るカリキュ

ラム・マネジメントを確立。

各学校におけるカリキュラム・マネジメントの確立

小学校学習指導要領
第１ 小学校教育の基本と教育課程の役割

４ 各学校においては，児童や学校，地域の実態を適切に把握し，教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み
立てていくこと，教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと，教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその
改善を図っていくことなどを通して，教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと（以下「カリキュラム・マネ
ジメント」という。）に努めるものとする。

第５ 学校運営上の留意事項
１ 教育課程の改善と学校評価等

ア 各学校においては，校長の方針の下に，校務分掌に基づき教職員が適切に役割を分担しつつ，相互に連携しながら，各学校の特色を生かし
たカリキュラム・マネジメントを行うよう努めるものとする。また，各学校が行う学校評価については，教育課程の編成，実施，改善が教育活動や
学校運営の中核となることを踏まえ，カリキュラム・マネジメントと関連付けながら実施するよう留意するものとする。

総則

47

① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の
教育目標を踏まえた教科横断的な視点で、その目標
の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していく。

② 教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地
域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、
教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連
のＰＤＣＡサイクルを確立する。

③ 教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、
地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的に
組み合わせる。

カリキュラム・マネジメントの３つの側面
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何を学ぶか

学習指導要領総則の構造とカリキュラム･マネジメントのイメージ

何ができるようになるか 何が身に付いたか

実施するために何が必要か

子供の発達を
どのように支援するか

どのように学ぶか

○ 小学校教育の基本 ○ 学習評価を通じた学習指導の改善

○ 児童の発達の支援

○ 特別な配慮を必要とする
生徒への指導

○ 教育課程の編成 ○ 教育課程の実施

○ 学校の指導体制の充実 ○ 家庭・地域との連携・協働

教育課程の構造や、新しい時代に求められる資質・能力の在り方、アクティブ・ラーニングの考え
方等について、すべての教職員が校内研修や多様な研修の場を通じて理解を深めることができる
よう、「何ができるようになるか」「何を学ぶか」「どのように学ぶか」の視点から学習指導要領の要
であり、教育課程に関する基本原則を示す「総則」を抜本的に改善し、必要な事項を分かりやすく
整理。
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学びを人生や社会に
生かそうとする
学びに向かう力・
人間性等の涵養

生きて働く
知識・技能の

習得

未知の状況にも
対応できる

思考力･判断力･表現力
等の育成

【主体的な学び】
学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形

成の方向性と関連付けながら、見通しを持って粘り
強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次につ
なげる「主体的な学び」が実現できているか。

【対話的な学び】
子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え

方を手掛かりに考えること等を通じ、自己の考えを広げ深め
る「対話的な学び」が実現できているか。

【深い学び】
習得・活用・探究という学びの過程の中で、各教科等の

特質に応じた「見方・考え方」を働かせながら、知識を相
互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査して考え
を形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思い
や考えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」が
実現できているか。

【例】
・ 学ぶことに興味や関心を持ち、毎時間、見通しを

持って粘り強く取り組むとともに、自らの学習をま
とめ振り返り、次の学習につなげる

・ 「キャリア・パスポート（仮称）」などを活用し、
自らの学習状況やキャリア形成を見通したり、振り
返ったりする

主体的・対話的で深い学びの実現
（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善）について（イメージ）

【例】
・ 実社会で働く人々が連携・協働して社会に見られる課題を解決

している姿を調べたり、実社会の人々の話を聞いたりすることで
自らの考えを広める

・ あらかじめ個人で考えたことを、意見交換したり、議論したり、
することで新たな考え方に気が付いたり、自分の考えをより妥当
なものとしたりする

・ 子供同士の対話に加え、子供と教員、子供と地域の人、本を通
して本の作者などとの対話を図る

【例】
・ 事象の中から自ら問いを見いだし、課題の追究、課題の解決

を行う探究の過程に取り組む
・ 精査した情報を基に自分の考えを形成したり、目的や場面、

状況等に応じて伝え合ったり、考えを伝え合うことを通して
集団としての考えを形成したりしていく

・ 感性を働かせて、思いや考えを基に、豊かに意味や価値を創
造していく

「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を行うことで、学校教育における質の高い学びを実現し、学習
内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的（アクティブ）に学び続けるようにすること
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外国語教育の抜本的強化のイメージ

高
等
学
校

現状現状

15分程度の短時間学習の活用等を
含めた弾力的な時間割編成も可能

※CEFR：欧州評議会（Council of Europe）が示す、外国語の学習や教授等のためのヨーロッパ
共通参照枠を言う。英検との対照は日本英語検定協会が公表するデータによる。

CEFR

Ｂ２
（英検準１級）

Ｂ１
（英検２級）

Ａ２
（英検準２級）

Ａ１
（英検３級
～５級）

・５領域を総合的に扱う科目群として「英語コミュニケーション
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）を、発信力を高める科目群として「論理・表現Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲ」を設定

・授業は外国語で行うことを基本とする（前回改訂より）

年間１４０単位時間（週４コマ程度）

・互いの考えや気持ちなどを外国語で伝え合う対話的な活
動を重視

・具体的な課題を設定するなどして、学習した語彙、表現な
どを実際に活用する言語活動を充実

・授業は外国語で行うことを基本とする

○５・６年 （教科型） 年間７０単位時間（週２コマ程度）

・段階的に「読むこと」「書くこと」を加える

・指導の系統性を確保

○３・４年 （活動型） 年間３５単位時間（週１コマ程度）

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心とする

・外国語に慣れ親しませ、学習への動機付けを高める

改善・充実

中
学
校

小
学
校

・学習意欲、積極性の向上
・言語活動が十分でない

年間１４０単位時間
（週４コマ程度）

・学年が上がるにつれて意欲に課題
・学校種間の接続が不十分

英検３級程度以上の生徒
３６．１％（目標５０％）

英検準２級程度以上の生徒
３６．４％（目標５０％）

年間３５単位時間
（週１コマ程度）

・読み書きに対する意欲
・音声から文字への接続

に課題がある

活動型

高校で
１８００語程度

中学校で
１２００語程度

・学習意欲、 発信力に課題
・言語活動が十分でない

中
学
校

小
学
校

高校卒業レベル
４０００～

５０００語程度

高校で
１８００～

２５００語程度

中学校で
１６００～

１８００語程度

小学校で
６００～

７００語程度

新たな外国語教育新たな外国語教育
「何が出来るようになるか」という観点から、国際基準（CEFR※）を参考に、
小・中・高等学校を通じた５つの領域（ 「聞くこと」「読むこと」「話すこと（やり取り・

発表） 」「書くこと」 ）別の目標を設定

高校卒業レベル
３０００語程度

高
等
学
校
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平成27年度 英語力調査結果（高校3年生）の速報（概要）

CEFR 得点 人数 割合 人数 割合 CEFR 得点 人数 割合 人数 割合

140 0 0 B1 14 166 1.0% 211 1.2%
135 0 1 13 193 239

130 0 0 12 330 390

125 2 2 11 418 422

120 6 18 10 559 611

115 10 46 9 621 748

110 59 179 8 718 905

105 101 288 7 898 1026

100 306 679 6 1143 1168

95 420 726 5 1602 1569

90 829 1,370 4 1085 1028

85 737 1,577 3 1629 1601

80 1,465 2,130 2 1444 0

75 1,525 3,515 1 2816 3918

70 1,752 3,563 0 2210 3149

65 1,668 4,518 平均 4.2 4.3

60 2,169 3,709 調査対象 15,832 16,985

55 1,876 4,130 0点 2,210 14.0% 3,149 18.5%
50 2,400 3,651

45 2,039 2,435 6,444
40 2,346 3,208 37.9%
35 1,940 2,234 51.0%
30 2,441 2,668
25 2,045 2,861
20 2,226 3,551
15 2,151 4,621
10 2,529 12,844
5 2,889 0
0 29,973 14,303

平均 24.9 37.5
調査対象 65,904 78,827

0点 20,059 30.4% 14,303 18.1%

B2 0.0%

平成27年度Writing 平成26年度 平成27年度 Speaking 平成26年度

A2 9.5% 9.8%

A1 89.5% 89.0%

0.0%

B1 0.3%

A2 10.7% 17.2%

0.7%

82.1%A1 89.1%

CEFR 得点 人数 割合 人数 割合 CEFR 得点 人数 割合 人数 割合

320 14 30 B2 320 55 0.1% 123 0.2%
310 3 14 310 18 56

300 7 35 300 30 62

290 11 41 290 29 77

280 34 51 280 51 90

270 36 73 270 67 176

260 47 122 260 82 172

250 82 175 250 120 238

240 108 250 240 158 342

230 188 347 230 219 414

220 272 503 220 316 607

210 404 730 210 444 751

200 556 1007 200 562 1046

190 854 1365 190 835 1377

180 1204 1957 180 1043 1770

170 1707 2580 170 1500 2241

160 2367 3648 160 1992 2835

150 3324 5063 150 2790 3683

140 5031 7144 140 3857 4700

130 7989 9963 130 5268 6111
120 11631 12791 120 7526 7728
110 12396 12821 110 8713 9265
100 9740 9486 100 8936 9325
90 4663 4891 90 7788 8611
80 1813 2038 80 5734 6794
70 598 696 70 3449 4289
60 206 240 60 2110 2594
50 75 105 50 913 1299
40 50 35 40 391 642

30 18 35 30 186 331
20 1 1 20 103 144
10 0 0 10 94 147
0 282 332 0 332 529

平均 126.7 131.9 平均 117.1 120.7

調査対象 65,711 78,569 調査対象 65,711 78,569

0.1%

Reading 平成26年度 平成27年度 Listening 平成26年度 平成27年度

B1 1.2% 2.0%

B1 1.2% 2.1%

A2 20.3% 24.2%

B2 0.0%

A1 75.3% 68.0% A1 78.4% 73.6%

A2 23.5% 29.9%

※平成27年度のスコアは、平成26年度と共通の尺度にするた
め「等化」を行っている。(等化とは、同一の仕様に基づいて
開発される問題項目の内容が異なる複数のテスト間で、どの
テストを受験しても結果が同じ尺度上の得点で表現され、異
なるテストの受験者間で得点を比較することを可能にする統
計処理を指す)

なお、「書くこと」「話すこと」において、人数が表れて
いない得点帯があるが、これらは等化の結果、得点が小数点
以下を含んだ状態で算出され、度数分布を作成した際に出現
しない得点帯があるためである。

日本の高校生の英語力は、依然として4技能
全てに課題があり、特にスピーキングとライ
ティングにおいて課題が大きい。

Ｒ Ｌ

Ｗ Ｓ

89.0%

73.6%68.0%

82.1%A1

A1 A1

A1

A2

A2

A2A2

B1

B1
B1

9.8%

17.2%

29.9% 24.2%

89.5%

9.5%

89.1%

10.7%

75.3%

23.5%

78.4%

20.3%

読む
こと

聞く
こと

書く
こと

話す
こと

一方で、４技能いずれにおいても、
A1レベルの人数の割合が減少し、A
２レベル以上が増加するなど改善がみ
られる。

【CEFR A2以上の生徒の割合】
・リーディング：＋７．３ポイント

・リスニング ：＋４．９ポイント

・ライティング：＋６．９ポイント
※無回答の割合が減り、得点者は

１０％以上増加している。

・スピーキング：＋０．５ポイント
※平均点は上昇したが、依然として課

題が大きい。

日本の高校生の英語の課題
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出典：文部科学省 平成28年度 英語教育実施状況調査（高等学校）

53

「話すこと」及び「書くこと」における「外国語表現の能力」の評価を評価するための
パフォーマンステストの実施状況（学科別）

「生徒の英語力向上推進プラン」（ 平成27年6月）
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外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠（CEFR）について

熟練した
言語使用者

C2
聞いたり読んだりした、ほぼ全てのものを容易に理解することができる。
いろいろな話し言葉や書き言葉から得た情報をまとめ、根拠も論点も一貫した方法で再構築できる。
自然に、流暢かつ正確に自己表現ができる。

C1
いろいろな種類の高度な内容のかなり長い文章を理解して、含意を把握できる。
言葉を探しているという印象を与えずに、流暢に、また自然に自己表現ができる。
社会生活を営むため、また学問上や職業上の目的で、言葉を柔軟かつ効果的に用いることができる。
複雑な話題について明確で、しっかりとした構成の、詳細な文章を作ることができる。

自立した
言語使用者

B2
自分の専門分野の技術的な議論も含めて、抽象的な話題でも具体的な話題でも、複雑な文章の主要な内
容を理解できる。
母語話者とはお互いに緊張しないで普通にやり取りができるくらい流暢かつ自然である。
幅広い話題について、明確で詳細な文章を作ることができる。

B1
仕事、学校、娯楽などで普段出会うような身近な話題について、標準的な話し方であれば、主要な点を
理解できる。
その言葉が話されている地域にいるときに起こりそうな、たいていの事態に対処することができる。
身近な話題や個人的に関心のある話題について、筋の通った簡単な文章を作ることができる。

基礎段階の
言語使用者

A2
ごく基本的な個人情報や家族情報、買い物、地元の地理、仕事など、直接的関係がある領域に関しては、
文やよく使われる表現が理解できる。
簡単で日常的な範囲なら、身近で日常の事柄について、単純で直接的な情報交換に応じることができる。

A1
具体的な欲求を満足させるための、よく使われる日常的表現と基本的な言い回しは理解し、用いること
ができる。自分や他人を紹介することができ、住んでいるところや、誰と知り合いであるか、持ち物な
どの個人的情報について、質問をしたり、答えたりすることができる。
もし、相手がゆっくり、はっきりと話して、助けが得られるならば、簡単なやり取りをすることができ
る。

（出典） ブリティッシュ・カウンシル、ケンブリッジ大学英語検定機構

○ CEFR （Common European Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment） は， 語学シラバス
やカリキュラムの手引きの作成、学習指導教材の編集、外国語運用能力の評価のために、透明性が高く、分かりやすい、包括的な基盤を提供するも
のとして、２０年以上にわたる研究を経て策定された。欧州域内外で使われている。

○ 欧州域内では、国により，CEFRの「共通参照レベル」が，初等教育，中等教育を通じた目標として適用されたり，欧州域内の言語能力に関する
調査を実施するにあたって用いられたりするなどしている。

55

（６）学習評価
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現行学習指導要領に係る、学習評価の改善に関する基本的な考え方

学習評価に関する基本的な考え方

学習評価に関する基本的な考え方

○学習評価を通じて，学習指導の在り方を見直すことや個に応じた指導の充実を図ること

○学校における教育活動を組織として改善することが重要であること。

○その上で，新しい学習指導要領の下における学習評価の改善を図っていくためには以下の基本的な考え方
に沿って学習評価を行うことが必要であること。

① きめの細かな指導の充実や児童生徒一人一人の学習の確実な定着を図るため，学習指導要領に示
す目標に照らしてその実現状況を評価する，目標に準拠した評価を引き続き着実に実施すること。

② 新しい学習指導要領の趣旨や改善事項等を学習評価において適切に反映すること。
③ 学校や設置者の創意工夫を一層生かすこと。

○学習評価は，学校における教育活動に関し，子どもたちの学習状況を評価するものである。

○各教科については，学習状況を分析的にとらえる観点別学習状況の評価と総括的にとらえる評定とを，
学習指導要領に定める目標に準拠した評価として実施することが明確にされている。

○学習評価を行うに当たっては，子どもたち一人一人に学習指導要領の内容が確実に定着するよう，学習指
導の改善につなげていくことが重要である。

「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について（通知）」 （平成２２年５月初等中等教育局長通知）より

「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」 （平成２２年３月教育課程部会報告）より

平成29年7月18日教育課程
部会「資料５－２」より抜粋
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技能

○ 学習評価には，児童生徒の学習状況を検証し，結果の面から教育水準の維持向上を保障する機能。

○ 各教科においては，学習指導要領等の目標に照らして設定した観点ごとに学習状況の評価と評定を行う

「目標に準拠した評価」として実施。

⇒きめの細かい学習指導の充実と児童生徒一人一人の学習内容の確実な定着を目指す。

関心・意欲・態度

思考・判断・表現

知識・理解

学力の３つの要素と評価の観点との整理

主体的に学習に
取り組む態度

思考力・判断力
・表現力等

知識及び技能

学力の３要素
（学校教育法）
（学習指導要領）

学習評価の
４観点

指導計画等の作成

指導計画を
踏まえた

教育の実施

児童生徒の学習状況，
指導計画等の評価

授業や
指導計画等の

改善

Ａｃｔｉｏｎ

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

○ 学習評価を通じて，学習指導の

在り方を見直すことや個に応じた指

導の充実を図ること，学校における

教育活動を組織として改善すること

が重要。
指導と評価の一体化

学習指導と学習評価のＰＤＣＡサイクル

観点別学習状況の評価について

【現行】 【以下の３観点に沿っ
た整理を検討】

58

平成29年7月18日教育課程
部会「資料５－２」より抜粋
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目標に準拠した評価について

集団に準拠した評価

目標に準拠した評価

・学級又は学年における位置づけを見る評価。

・相対評価とも言われる。

・昭和４６年通知から平成１２年通知以前は、集団に準拠
した評価を行いつつ、各段階の人数を固定化しないよう
求めていた。（絶対評価を加味した相対評価）

・平成１２年通知以降は、目標に準拠した評価に改められ
たが、必要に応じて「総合所見及び指導上参考となる諸
事項」欄に集団の中での相対的な位置付けについて記載
することができることとしている。

・学習指導要領に示す目標に照らしてその実現の状況を
見る評価。

・平成１２年要録通知以降は、観点別学習状況の評価と
評定の両方を、目標に準拠した評価として実施。

・絶対評価とも言われてきた。
※H22年教育課程部会まとめ以降、絶対評価という表現は使用していない。

「目標に準拠した評価」について

・観点別学習状況の評価や評定には示しきれない子ども
たち一人一人のよい点や可能性，進歩の状況について
評価するもの。指導要録では、「総合所見及び指導上参
考となる諸事項」において示される。

個人内評価

○集団に準拠した評価から目標に準拠した評価に
改めた理由

「児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在り方について」
（平成12年12月教育課程審議会答申）より

・新しい学習指導要領に示された基礎的・基本的な内容の
確実な習得を図る観点から学習指導要領に示した内容を
確実に習得したかどうかの評価を一層徹底するため

・児童生徒一人一人の進歩の状況や教科の目標の実現状況
を的確に把握し、学習指導の改善に生かすため

・各学校段階において、児童生徒がその学校段階の目標を
実現しているかどうかを評価することにより上級の学校
段階の教育との円滑な接続に資するため

・新しい学習指導要領では、習熟の程度に応じた指導な
ど、個に応じた指導を一層重視しており、学習集団の編
成も多様となることが考えられるため

・ 少子化等により、学年、学級の児童生徒数が減少する中
で、評価の客観性や信頼性を確保するため

平成28年1月18日総則・評価
特別部会「資料６－２」より抜粋
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評価の三つの観点

○ 現在、各教科について、学習状況を分析的に捉える「観点別学習状況の評価」 と、総括的に捉える

「評定」とを、学習指導要領に定める目標に準拠した評価として実施することが明確にされている。

評価の観点については、従来の４観点の枠組みを踏まえつつ、学校教育法第３０条第２項 が定める学

校教育において重視すべき三要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「主体的に学習に

取り組む態度」）を踏まえて再整理され、現在、「知識・理解」「技能」「思考・判断・表現」「関

心・意欲・態度」の四つの観点が設定されているところである。

○ 今回の改訂においては、全ての教科等において、教育目標や内容を、資質・能力の三つの柱に基づ

き再整理することとしている。これは、資質・能力の育成を目指して「目標に準拠した評価」を実質

化するための取組でもある。

○ 今後、小・中学校を中心に定着してきたこれまでの学習評価の成果を踏まえつつ、目標に準拠した

評価を更に進めていくため、こうした教育目標や内容の再整理を踏まえて、観点別評価については、

目標に準拠した評価の実質化や、教科・校種を超えた共通理解に基づく組織的な取組を促す観点から、

小・中・高等学校の各教科を通じて 、「知識 ・技能」「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り

組む態度」の３観点に整理することとし、指導要録の様式を改善することが必要である。

○ その際、「学びに向かう力・人間性等」に示された資質・能力には、感性や思いやりなど幅広いも

のが含まれるが、これらは観点別学習状況の評価になじむものではないことから、評価の観点として

は学校教育法に示された「主体的に学習に取り組む態度」として設定し、感性や思いやり等について

は観点別学習状況の評価の対象外とする必要がある。

中央教育審議会答申（抜粋）
「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成28年12月21日）

平成29年10月16日教育課程部会 児童生徒の学習
評価に関するワーキンググループ「資料２」より抜粋
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○ すなわち、「主体的に学習に取り組む態度」と、資質・能力の柱である「学びに向かう力・人間

性」の関係については、「学びに向かう力・人間性」には①「主体的に学習に取り組む態度」として

観点別評価（学習状況を分析的に捉える）を通じて見取ることができる部分と、②観点別評価や評定

にはなじまず、こうした評価では示しきれないことから個人内評価（個人のよい点や可能性、進歩の

状況について評価する）を通じて見取る部分があることに留意する必要がある。

○ これらの観点については、毎回の授業で全てを見取るのではなく、単元や題材を通じたまとまりの

中で、学習・指導内容と評価の場面を適切に組み立てていくことが重要である。

○ なお、観点別学習状況の評価には十分示しきれない、児童生徒一人一人のよい点や可能性、進歩の

状況等については、日々の教育活動や総合所見等を通じて積極的に子供に伝えることが重要である。

中央教育審議会答申（抜粋）
「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成28年12月21日）

平成29年10月16日教育課程部会 児童生徒の学習
評価に関するワーキンググループ「資料２」より抜粋
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評価に当たっての留意点等

○ 「目標に準拠した評価」の趣旨からは、評価の観点については、学習指導要領における各教科等

の指導内容が資質・能力を基に構造的に整理されることにより明確化される。今般、中央教育審議

会においては、第３章２．（４）において述べたように、学習評価について学習指導要領の改訂を

終えた後に検討するのではなく、本答申において、学習指導要領等の在り方と一体として考え方を

まとめることとした。指導要録の改善・充実や多様な評価の充実・普及など、今後の専門的な検討

については、本答申の考え方を前提として、それを実現するためのものとして行われることが求め

られる。

○ 学習指導要領改訂を受けて作成される、学習評価の工夫改善に関する参考資料についても、詳細

な基準ではなく、資質・能力を基に再整理された学習指導要領を手掛かりに、教員が評価規準を作

成し見取っていくために必要な手順を示すものとなることが望ましい。そうした参考資料の中で、

各教科等における学びの過程と評価の場面との関係性も明確にできるよう工夫することや、複数の

観点を一体的に見取ることも考えられることなどが示されることが求められる。

○ 評価の観点のうち「主体的に学習に取り組む態度」については、学習前の診断的評価のみで判断

したり、挙手の回数やノートの取り方などの形式的な活動で評価したりするものではない。子供た

ちが自ら学習の目標を持ち、進め方を見直しながら学習を進め、その過程を評価して新たな学習に

つなげるといった、学習に関する自己調整を行いながら、粘り強く知識・技能を獲得したり思考・

判断・表現しようとしたりしているかどうかという、意思的な側面を捉えて評価することが求めら

れる。

中央教育審議会答申（抜粋）
「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成28年12月21日）

平成29年10月16日教育課程部会 児童生徒の学習
評価に関するワーキンググループ「資料２」より抜粋
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学習評価に関する規定等

○学校教育法施行規則（抄）

第二十四条 校長は、その学校に在学する児童等の指導要録（学校教育法施行令第三十一条 に規定する児童等の学習及
び健康の状況を記録した書類の原本をいう。以下同じ。）を作成しなければならない。

第五十七条 小学校において、各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たつては、児童の平素の成績を評価して、これを
定めなければならない。

○小学校学習指導要領 第１章 総則 （抄） （中学校も同様の規定）

第３ 教育課程の実施と学習評価
２ 学習評価の充実

学習評価の実施に当たっては，次の事項に配慮するものとする。
(1) 児童のよい点や進歩の状況などを積極的に評価し，学習したことの意義や価値を実感できるようにすること。また，各教

科等の目標の実現に向けた学習状況を把握する観点から，単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しながら評価の
場面や方法を工夫して，学習の過程や成果を評価し，指導の改善や学習意欲の向上を図り，資質・能力の育成に生かすよ
うにすること。

(2) 創意工夫の中で学習評価の妥当性や信頼性が高められるよう，組織的かつ計画的な取組を推進するとともに，学年や
学校段階を越えて児童の学習の成果が円滑に接続されるように工夫すること。

○小学校学習指導要領解説 総則編 （抄） （中学校も同様の規定）

評価に当たっては，いわゆる評価のための評価に終わることなく，教師が児童のよい点や進歩の状況などを積極的に評価し，
児童が学習したことの意義や価値を実感できるようにすることで，自分自身の目標や課題をもって学習を進めていけるように，
評価を行うことが大切である。

実際の評価においては，各教科等の目標の実現に向けた学習の状況を把握するために，指導内容や児童の特性に応じて，
単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しながら評価の場面や方法を工夫し，学習の過程の適切な場面で評価を行う必
要がある。その際には，学習の成果だけでなく，学習の過程を一層重視することが大切である。特に，他者との比較ではなく児
童一人一人のもつよい点や可能性などの多様な側面，進歩の様子などを把握し，学年や学期にわたって児童がどれだけ成長
したかという視点を大切にすることも重要である。

平成29年3月31日文部科学省告示

平成29年6月21日公表

平成29年7月18日教育課程部会「資料５－２」よ
り抜粋（新学習指導要領（小学校・中学校））

学習評価に関する規定等

○学校教育法施行規則（抄）

第二十四条 校長は、その学校に在学する児童等の指導要録（学校教育法施行令第三十一条 に規定する児童等の学習及
び健康の状況を記録した書類の原本をいう。以下同じ。）を作成しなければならない。

第五十七条 小学校において、各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たつては、児童の平素の成績を評価して、これを
定めなければならない。

○小学校学習指導要領 第１章 総則 （抄） （中学校、高等学校も同様の規定）

第4 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
２．以上のほか，次の事項に配慮するものとする。
（11） 児童のよい点や進歩の状況などを積極的に評価するとともに，指導の過程や成果を評価し，指導の改善を行い学習意

欲の向上に生かすようにすること。

○小学校学習指導要領解説 総則編 （抄）

基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図るとともに，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・
表現力等を育成するための指導を行うためには，評価の在り方が大切である。いわゆる評価のための評価に終わることなく，児
童一人一人の学習の成立を促すための評価という視点を一層重視することによって，教師が自らの指導を振り返り，指導の改
善に生かしていくことが特に大切である。

評価に当たっては，児童の実態に応じた多様な学習を促すことを通して，主体的な学習の仕方が身に付くように配慮するとと
もに，児童の学習意欲を喚起するようにすることが大切である。その際には，学習の成果だけでなく，学習の過程を一層重視す
る必要がある。特に，他者との比較ではなく児童一人一人のもつよい点や可能性などの多様な側面，進歩の様子などを把握
し，学年や学期にわたって児童がどれだけ成長したかという視点を大切にすることが重要である。また，児童が自らの学習過程
を振り返り，新たな自分の目標や課題をもって学習を進めていけるような評価を行うことが大切である。

評価については，指導内容や児童の特性に応じて，評価の場面や方法を工夫する必要がある。学習の過程の適切な場面で
評価を行うことや，教師による評価とともに，児童による相互評価や自己評価などを工夫することも大切である。特に，相互評価
や自己評価は，児童自身の学習意欲の向上にもつながるとの観点から重視する必要がある。

64

平成28年1月18日総則・評価特別部会「資料６－２」より
抜粋（現行学習指導要領（小学校・中学校・高等学校））
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学習指導要領 指導要録における各教科の学習の記録（小学校，中学校） 評価規準

教育内容の一層の向上
（「教育内容の現代化」）

評定 所見 備考

・学習指導要領に定める目
標に照らして，学級又は学
年における位置づけを評価

・各段階ごとに一定の比率を
定めて，機械的に割り振る
ことのないよう留意

・学習において認められた特
徴を，他の児童生徒との比
較ではなく，その児童生徒
自身について記録

・観点について，各教科の指
導の結果に基づいて評価

・教科の学習について特記
すべき事項がある場合に記
入

時代の進展に対応した

教育内容の導入

（学習指導要領実施）小：昭46年
度，中：昭47年度，高：昭和48年
度

（要録通知）小中：昭46年2月，
高：昭48年2月

ゆとりある充実した
学校生活の実現
（「学習負担の適性化」）

評定 観点別学習状況 所見

・学習指導要領に定める目
標に照らして，学級又は学
年における位置づけを評価

・各段階ごとに一定の比率を
定めて，機械的に割り振る
ことのないよう留意

・学習指導要領に定める目
標の達成状況を観点ごとに
評価

・各教科に共通する観点とし
て「関心・態度」が追加

・教科の学習について総合
的にみた場合の児童の特
徴や指導上留意すべき事
項を記入

各教科等の目標・内容を
中核的事項にしぼる

（学習指導要領実施）小：昭５５年度，
中：昭５６年度，高：昭５７年度

（要録通知）小中：昭５５年２月，
高：昭５６年１２月

学習指導要領の改訂とそれに伴う指導要録等の評価の在り方の変遷

昭和
52～53
年改訂

昭和
43～45
年改訂

・国においては、各学校や設置者の参考となるよう、学習指導要領の改訂ごとに、その趣旨を反映した学習評価の基本的な考え
方を示すとともに、指導要録に記載する事項等を提示してきた。

・昭和５２年・５３年学習指導要領改訂に対応した指導要録から、目標の達成状況を観点ごとに評価する観点別評価を導入。

・評定については、平成１０年・１１年改訂に対応した指導要録から、それまでの「集団に準拠した評価」（いわゆる相対評価）から
段階を経て「目標に準拠した評価」を行うこととなっている。
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平成29年7月18日教育課程

部会「資料５－２」より抜粋

社会の変化に自ら対応
できる心豊かな人間の育成

観点別学習状況 評定 所見

・学習指導要領に定める
目標に照らして，

その実現状況を観点ごとに
評価

・観点の順序の入れ替え
（「関心・意欲・態度」が最初）

・学習指導要領に定める目
標に照らして，
学級又は学年における
位置づけを評価

・各段階ごとに一定の比率を
定めて，機械的に割り振る
ことのないよう留意

・教科の学習について総合
的にみた場合の児童の特
徴及び指導上留意すべき
事項を記入。その際，児童
生徒の長所を取り上げるこ
とが基本となるよう留意

生活科の新設，
道徳教育の充実

（学習指導要領実施）小：平４年度，
中：平５年度，高：平６年度

（要録通知）小中：平３年３月，高：平
５年７月

基礎・基本を確実に身に付
けさせ，自ら学び考える力
などの「生きる力」の育成

観点別学習状況 評定
総合所見及び

指導上参考となる諸事項

国立教育政
策研究所に
よる評価規
準の例示・学習指導要領に定める

目標に照らして，

その実現状況を観点ごと
に評価

・学習指導要領に定める
目標に照らして，

その実現状況を総括的
に評価

・児童生徒の状況を総合的
にとらえる。その際，児童生
徒の優れている点や長所，
進歩の状況などを取り上げ
ることを基本となるよう留意

・学級・学年など集団の中で
の相対的な位置づけに関
する情報も必要に応じ記入

教育内容の厳選，
総合的な学習の時間の新設

（学習指導要領実施）小：平１４年度，
中：平１４年度，高：平１５年度

（要録通知）小中高：平１３年２月

「生きる力」の育成,基礎
的・基本的な知識・技能の
習得、思考力・判断力・表
現力等の育成のバランス

観点別学習状況 評定
総合所見及び

指導上参考となる諸事項

国立教育政
策研究所に
よる評価規
準の例示・学習指導要領に定める

目標に照らして，

その実現状況を観点ごと
に評価

・学習指導要領に定める
目標に照らして，

その実現状況を総括的
に評価

・児童生徒の状況を総合的
にとらえる。その際，児童生
徒の優れている点や長所，
進歩の状況などを取り上げ
ることを基本となるよう留意

・学級・学年など集団の中で
の相対的な位置づけに関
する情報も必要に応じ記入

授業時数の増、指導内容の充
実、言語活動、小学校外国語
活動の新設

（学習指導要領実施）小：平２３年度，
中：平２４年度，高：平２５年度

（要録通知）小中高：平２２年５月

（※）高等学校においては、小・中学校と同様に観点等を踏まえながら評価を行うことを通知で示しているが、
高等学校生徒指導要録の様式例上は、観点別学習状況を記録する欄は示していない。

平成
20～21
年改訂
（現行）

平成
10～11
年改訂

平成
元年
改訂
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指導要録について

○学校教育法施行規則（抄）

第二十四条 校長は、その学校に在学する児童等の指導要録（学校教育法施
行令第三十一条 に規定する児童等の学習及び健康の状況を記録した書類
の原本をいう。以下同じ。）を作成しなければならない。

２ 校長は、児童等が進学した場合においては、その作成に係る当該児童等の指
導要録の抄本又は写しを作成し、これを進学先の校長に送付しなければなら
ない。

３ 校長は、児童等が転学した場合においては、その作成に係る当該児童等の指
導要録の写しを作成し、その写し（転学してきた児童等については転学により
送付を受けた指導要録（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行令 （平成二十六年政令第二百三号）第八条 に
規定する園児の学習及び健康の状況を記録した書類の原本を含む。）の写し
を含む。）及び前項の抄本又は写しを転学先の校長、保育所の長又は認定こ
ども園の長に送付しなければならない。

○在学する児童生徒の学習の記録として作成するもの。

○「学籍に関する記録」と「指導に関する記録」からなる。

○「指導に関する記録」としては、
・行動の記録（小中のみ）
・教科・科目の学習の記録

→観点別評価（小中のみ）、取得単位数（高校のみ）、
評定（小３以上及び中高）

・総合的な学習の時間、特別活動の記録
・総合所見及び指導上参考となる諸事項 などを記載。

○進学の際には、写しを進学先に送付する。

○指導要録の保存年限は、指導に関する事項は５年。学籍に関する
事項は２０年。

学籍に関する
記録
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平成29年7月18日教育課程
部会「資料５－２」より抜粋

観点別学習状況

総合的な学習の時間の記録
（文章記述）

外国語活動の記録
（文章記述）

行動の記録
趣旨に照らして十分に満足できる
状況にある場合には○をつける

総合所見及び
指導上参考となる

諸事項

特別活動の記録
趣旨に照らして十分に満足できる
状況にある場合には○をつける

評定
出欠の記録

特別の教科 道徳
（文章記述）
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評価の観点、評価規準の例示について

各教科の評価の
観点と趣旨

学年別の評価の
観点の趣旨

内容のまとまり※ごと
の評価規準に盛り
込むべき事項及び
評価規準の設定例

各教科別の目標

各学校段階別の目
標、学力の三要素

単元（題材）ごとの
評価規準設定例

（一部を例示）

学年別の目標

評価規準の作
成、評価方法
等の工夫改善
のための参考
資料
（国立教育政策
研究所）

指導要録の改善
に関する通知

学校教育法

学習指導要領
（告示）

・学校教育法に規定する各学校段階別の目標に基づき、学習指導要領において各教科別の目標と各学年別の目標を規定。
・評価の観点は、教育課程部会報告に基づく通知において、教科別の評価の観点と趣旨、各教科の学年別の評価の観点を示している。
・各学校の評価規準設定に資するため、内容のまとまりごとの設定例、単元（題材）ごとの評価規準の設定例は、国立教育政策研究所の参考資料に
より示している。

内容のまとまり：例）国語：「A話すこと・聞くこと」「B書くこと」「C読むこと」の各領域、社会：内容（１）（２）…の大項目、算数「A数と計算」「B量と測定」
「C図形」「D数量関係」の各領域 など、各教科の各領域・大項目等。

小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。
生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必 要な思考力、判断力、表現
力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなければならない。

例）小学校 算数
算数的活動を通して，数量や図形についての基礎的・基本的な知識及び技能を身に付け，日常の事象について見通しをもち筋道を立てて考え，表現する能力を
育てるとともに，算数的活動の楽しさや数理的な処理のよさに気付き，進んで生活や学習に活用しようとする態度を育てる。
＜第２学年＞
（1） 具体物を用いた活動などを通して，数についての感覚を豊かにする。数の意味や表し方についての理解を深めるとともに，加法及び減法についての理解を
深め，用いることができるようにする。また，乗法の意味について理解し，その計算の仕方を考え，用いることができるようにする。
（2） 具体物を用いた活動などを通して，長さや体積などの単位と測定について理解できるようにし，量の大きさについての感覚を豊かにする。
（3） 具体物を用いた活動などを通して，三角形や四角形などの図形について理解できるようにし，図形についての感覚を豊かにする。
（4） 具体物を用いた活動などを通して，数量やその関係を言葉，数，式，図，表，グラフなどに表したり読み取ったりすることができるようにする。

観点 算数への関心・意欲・態度 数学的な考え方 数量や図形についての技能 数量や図形についての知識・理解

趣旨 数理的な事象に関心をもつととも

に，算数的活動の楽しさや数理的な

処理のよさに気付き，進んで生活や

学習に活用しようとする。

日常の事象を数理的にとらえ，見通しを

もち筋道立てて考え表現したり，そのこと

から考えを深めたりするなど，数学的な

考え方の基礎を身に付けている。

数量や図形についての数学

的な表現や処理にかかわる技

能を身に付けている。

数量や図形についての豊かな感覚をも

ち，それらの意味や性質などについて

理解している。

趣旨 数量や図形に親しみをもち，それら
について様々な経験をもとうとすると
ともに，知識や技能などを進んで用
いようとする。

数量や図形についての基礎的・基本的
な知識及び技能の習得や活用を通して，
数理的な処理に親しみ，考え表現した
り工夫したりしている

整数の計算をしたり，長さや
体積などを測定したり，図形
を構成したり，数量の関係な
どを表したり読み取ったりする
などの技能を身に付けている。

数量や図形についての感覚を豊かにす
るとともに，整数の意味と表し方，整数の
計算の意味，長さや体積などの単位と測
定の意味，図形の意味及び数量の関係
などについて理解している。

乗法の式に表したり、式を読み取っ

たりすることに関心をもち、いろいろ

な場面を式に表そうとしている

乗法が用いられる場面を、具体物や図
などを用いて考え、式に表している。
乗法の式を、具体的な場面に結びつけ
て捉えている

乗法が用いられる場面を式に
表したり、式を読み取ったりす
ることができる

式に表したり、式を読み取ったりするこ
とを通して、乗法が用いられる場面の数
量の関係について理解している

【例】算数の第２学年における評価の観点の趣旨

【例】算数の第２学年における「D数量関係」（うち「乗法」関係部分）に関する評価規準の設定例

【例】算数の評価の観点と趣旨
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各
観
点
、
内
容
ご
と
の

評
価
の
規
準

評価規準について
「評価規準の作成，評価方法等の工夫改善のための参考資料」国立教育政策研究所

（例）小学校算数
第２学年 「Ｄ 数量関係」の評価規準設定例 評価の観点

算数への関心・意
欲・態度

数学的な考え方
数量や図形に
ついての技能

数量や図形につい
ての知識・理解

加法と減法の相互
関係に関心を持ち、
加法と減法の場面
を式に表そうとし
ている

加法と減法の相互
関係について説明
することを、図を
基に考えている。

加法と減法の相互
関係を用いて、加
法の式を減法の式
に直したり、減法
の式を加法の式に
直したりすること
ができる。

加法と減法は互い
に逆の関係になっ
ているなど、加法
と減法の相互関係
について理解して
いる。

乗法の式に表した
り、式を読み取っ
たりすることに関
心をもち、いろい
ろな場面を式に表
そうとしている

乗法が用いられる
場面を、具体物や
図などを用いて考
え、式に表してい
る。
乗法の式を、具体
的な場面に結びつ
けて捉えている

乗法が用いられる
場面を式に表した
り、式を読み取っ
たりすることがで
きる

式に表したり、式
を読み取ったりす
ることを通して、
乗法が用いられる
場面の数量の関係
について理解して
いる

簡単な表やグラフ
を用いて表すと、
それぞれの大きさ
が比べやすくなる
というよさに気付
いている

数量を分類整理す
る方法や、簡単な
表やグラフを用い
て表す方法を考え
ている。

身の回りにある数
量を分類整理し、
簡単な表やグラフ
を用いて表したり
読み取ったりする
ことができる

簡単な式やグラフ
を用いて表したり、
読み取ったりする
仕方について理解
している。

「評価規準の作成、評価方法等の工夫改善
のための参考資料」の構成（小・中の例）

第１編 総説
第１章 学習評価の在り方について

１ 新学習指導要領の趣旨を反映した学習評価の
基本的な考え方

２ 新学習指導要領の下での指導要録における
観点別学習状況、評定、特別活動及び外国語活動
の記録

第２章 評価規準の設定等について（第２編関係）

１ 評価規準の設定について
２ 資料の構成等について

第３章 評価方法の工夫改善について（第３編関係）

１ 評価方法の工夫改善について
２ 評価時期等のクフについて
３ 各学校における指導と評価の工夫改善について
４ 第３編の資料で紹介する評価方法等の事例の特徴

第２編 評価規準に盛り込むべき事項等
第１ 教科目標、評価の観点及びその趣旨等

第２ 内容のまとまりごとの評価規準に盛り込む
べき事項及び評価規準の設定例

第３編 評価に関する事例
１ 評価規準の設定について
２ 各事例のポイント

○各学校における評価規準の作成に活用できるようにするため、国立教育政策研究所が作成。（H12要録通知以降）
○各校種・各教科ごとに、学習評価の基本的な考え方、評価規準の設定例、具体的な評価方法等について示している。
○学教科の内容のまとまりごとに評価の評価規準の設定例を示したり、いくつかの単元・題材ごとの指導案と評価規準の設定例などを例示。

70

平成28年1月18日総則・評価
特別部会「資料６－２」より抜粋

※平成２３年度から実施されている現行小学校学習指導要領に基づき国立教育政策研究所が参考
資料として示しているものである。61 65 / 81



「パフォーマンス評価」

知識やスキルを使いこなす（活用・応用・統合する）ことを求めるような評価方法。
論説文やレポート、展示物といった完成作品（プロダクト）や、スピーチやプレゼンテーション、協同で
の問題解決、実験の実施といった実演（狭義のパフォーマンス）を評価する。

「ポートフォリオ評価」

児童生徒の学習の過程や成果などの記録や作品を計画的にファイル等に集積。
そのファイル等を活用して児童生徒の学習状況を把握するとともに、児童生徒や保護者等に対し、
その成長の過程や到達点、今後の課題等を示す。

「ルーブリック」

成功の度合いを示す数レベル程度の尺度と、
それぞれのレベルに対応するパフォーマンスの特徴を
示した記述語（評価規準）からなる評価基準表。

児童生徒の学びの深まりを把握するために、多様な評価方法の研究や取組が行われている。

ルーブリックのイメージ例記述語

多様な評価方法の例

尺度
項目

Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ

項目 ・・・できる
・・・している

・・・できる
・・・している

・・・できる
・・・している

・・・できない
・・・していない
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平成28年1月18日総則・評価
特別部会「資料６－２」より抜粋

児童生徒の学習評価に関するワーキンググループ

１．設置の目的

平成２８年１２月の中央教育審議会答申を踏まえ，平成２９年３月に小・中学校学習指導要領が，同
年４月に特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が改訂された。また，今後，高等学校学習指導要領
等の改訂も予定されている。今回の改訂を踏まえ，新しい学習指導要領の下での児童生徒の学習評価の
在り方について検討を進める必要がある。

このため，教育課程部会の下に，児童生徒の学習評価に係る専門的な調査審議を行うためのワーキン
ググループを設置する。

２．主な検討事項

(1) 児童生徒の学習評価の在り方に関する事項
(2) 指導要録の改善に関する事項
(3) 学習評価に関する参考資料の在り方に関する事項
(4) その他

３．主な検討事項

ワーキンググループは，２．の主な検討事項に関する審議が終了したときに廃止する。

平成２９年７月１８日
教育課程部会決定
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